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概要 

 

本稿では、耐久消費財が耐久性の異なる複数のコンポネントによって生産される場合を考

え、コンポネント間の生産費の相違に注目し、アフターマーケット競争がフォアマーケット

の取引に及ぼす影響について分析を行う。具体的には、独占的耐久消費財市場下で、二つの

アフターマーケットの市場構造、すなわち独占的アフターマーケットと競争的アフターマー

ケットを取り上げ、耐久性の長いコンポネントの生産費が相対的に十分に高い場合において

は、アフターマーケット競争によって、フォアマーケット価格は低下し得るが、耐久性の長

いコンポネントの生産費が相対的に十分に低い場合には、アフターマーケット競争によるフ

ォアマーケット価格への影響はないことを示す。 
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１．はじめに 

 

人々からは、家電の修理代が高いとか、プリンターのトナーカートリッジの値段が高いな

どの苦情がよく聞かれる。耐久消費財は、多くの場合、消費者が長い期間消費を可能にする

ため、メンテナンスや部品の交換などが必要になる。たとえば、プリンターとトナーカート

リッジだけではなく、コンピュータとソフトウェア、DVD プレーヤと DVD コンテンツな

どである。ここで、プリンター、コンピュータ、DVD プレーヤなどの耐久消費財市場はフ

ォアマーケット（foremarket）と呼び、トナーカートリッジ、ソフトウェア、および DVD

コンテンツなどの市場はアフターマーケット（aftermarket）と呼ぶことにする1。本稿では、

                                                  
*北九州市立大学経済学部 
1 フォアマーケットはプライマリマーケット primary market もしくは装置市場 equipment market な

どと呼ばれる場合もある。またアフターマーケットは、耐久消費財と特殊な関係にあるメンテナンス、アッ
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複数のコンポネントを投入財として生産される耐久消費財の独占市場において、アフターマ

ーケット競争がフォアマーケットの取引に及ぼす影響について議論する。 

経済学において、耐久消費財の取引は、古くて新しい研究分野の一つである2。1990 年代

に入ってからは、Kodak、Data General、そして Xerox などに対する一連の裁判によって、ア

フターマーケットについての関心が高まっており、アメリカの反トラスト政策に関連して研

究も活発に行われている3。アフターマーケットに関する議論は、主に、フォアマーケット

の市場支配力とアフターマーケットの市場支配力との関係にある。一般に、耐久消費財の取

引の場合、アフターマーケットでは限界費用以上の価格で取引が行われる4 

Shapiro(1995)は、アフターマーケット効率性に対するフォアマーケットの市場構造の重

要性を強調している。すなわち、アフターマーケット独占下での主な非効率性は、アフター

マーケットで競争価格を上回る価格形成が行われ、消費者が効率的な代替期間より短い期間

で装置（equipment）を代替購入するところから発生するとし、この非効率性は、フォアマー

ケットが競争的になれば、十分に小さくなるとしている。これに対して、Borenstein, 

Mackie-Mason and Netz（2000）は、理論的に、フォアマーケット競争によってアフターマー

ケットでの独占力行使を防止することができるという主張は間違いであるとし、フォアマー

ケットが競争的であるとしても、アフターマーケット価格は限界費用を上回ることを示して

いる。  

また、Kinokuni (1999) は、フォアマーケット独占の場合において、アフターマーケット

で取引される生産物の価格に対する耐久消費財供給者のコミットメント能力の有無に注目

し、アフターマーケットの効率性を分析している。ここでは、アフターマーケットが耐久消

費財供給者によってコミットできる場合は、新旧耐久消費財の代替可能性や時間非整合性

（time inconsistency）に起因して、消費者のアフターマーケット生産物の購入は最適水準を

下回るが、コミットできない場合は、耐久消費財供給者は競争的アフターマーケットを選好

し、競争的アフターマーケットでは、耐久消費財市場が独占である場合でさえも、消費者の

アフターマーケット生産物の購入は社会的最適水準になることを示している。さらに、Morita 

and Waldman（2010）は、消費者のスイッチィング・コスト(switching costs)が存在する場合

には5、耐久消費財生産者にとっては、アフターマーケットを独占化することによって、む

しろアフターマーケットの非効率性を減少させられることを示し、フォアマーケットとアフ

ターマーケットとの関連性について分析を深めている。 

                                                                                                                                                   
プグレード、代替部品などの市場を含んだより広い意味の市場として使われる場合が多い。 

2 耐久消費財に関する議論は、１９６０年代から、活発に行われてきた。その中心的議論の一つは、耐

久性の選択に関する問題である。Swan(1970,1971)は、企業は費用最小化の行動原理によって生産を行うの

で、社会的に効率的な水準で耐久性の選択が行われるとする反面、Waldman(1996)は、耐久消費財独占者

は社会的に効率的な水準以下で耐久性の選択するインセンティブを持つことを示している。耐久消費財に関

する幅広い範囲のサーベイについては Waldman(2003)を参照せよ。 
3 要領のあるサーベイについては、Shapiro(1995)を参照せよ。 
4 Schmalensee(1974)では、フォアマーケットが独占の場合においてこのような状態を議論している。 
5 消費者のスイッチィング・コスト(switching costs)が存在する場合の議論については、Klemperer (1995)

のサーベイを参照せよ。 
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本稿では、アフターマーケット競争が独占的フォアマーケットの取引に及ぼす影響を議論

する。具体的には、耐久消費財が耐久性の異なる複数のコンポネント（component）を用い

て生産される場合を考え、フォアマーケット独占下でのアフターマーケットの二つの市場構

造、すなわち独占的アフターマーケットと競争的アフターマーケットを取り上げ、コンポネ

ント間の生産費の相違に注目し、フォアマーケットとアフターマーケット競争との関連性に

ついて議論する。 

次節以降の議論は、次のようである。第２節では、フォアマーケット独占下でのアフター

マーケット取引の基本モデルを提示する。また、第３節では、フォアマーケット独占下での

独占的アフターマーケットの場合を取り上げ、耐久消費財の取引について議論する。なお、

ここではコンポネントの供給者が垂直的に統合されているケースのみを考える。そして、第

４節では、フォアマーケット独占下での競争的アフターマーケットの場合を取り上げ、耐久

消費財の取引について議論し、独占的アフターマーケットの場合と競争的アフターマーケッ

トの場合の耐久消費財の取引を比較・分析する。なお、ここではコンポネントの供給者が垂

直的に分離にされているケースを考える。最後に、第５節では、議論をまとめ、アフターマ

ーケット競争が耐久消費財取引に及ぼす影響について述べる。 

 

 

２．基本モデル 

 

２期間消費可能な耐久消費財Qの供給独占を考える。ここで、耐久消費財Qは２種類の

コンポネント、すなわち LQ と SQ 、を組立（bundling）して生産されるものである。 

まず、企業は次のようなものを考える。 

耐久消費財Qの独占的供給者はコンポネント LQ のみを生産し、他の企業からコンポネン

ト SQ を調達し、耐久消費財Qを生産する場合を考える。さらに、これらのコンポネントの

耐久性が異なる場合を取り上げ、議論の単純化のために、コンポネント LQ の耐久性がコン

ポネント SQ の耐久性の２倍となる場合を考える。それゆえ、耐久消費財Qは２期間消費可

能ではあるが、第２期目に消費するためには、追加的にもう１単位のコンポネント SQ を投

入しなければならない。したがって、第２期目においては、コンポネント SQ については、

耐久消費財Qの生産における投入需要だけではなく、消費者の潜在的消費需要も生じる。以

下では、耐久消費財Qの第２期目の消費においてコンポネント SQ が取引される市場をアフ

ターマーケットと呼び、耐久消費財Qが取引される市場をフォアマーケットと呼ぶことにす

る。 

生産される耐久消費財Qの質 vは、期間を通じて低下するものとし、第１期目には 11 v で

あり、第２期目には )10(2  v であるとする。説明の簡単化のため、それぞれのコン

ポネント生産者は、限界費用一定の生産技術を用いてコンポネントの生産を行うとする。具

体的に、コンポネント LQ の生産における限界費用を Lc とし、コンポネント SQ の生産にお
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ける限界費用を Sc とする。ただし、固定費用は、両コンポネントの生産において、ともにゼ

ロであり、耐久消費財Qを生産する独占企業の両コンポネントの組立にかかる費用もゼロで

あるとする。 

次に、消費者は次のようなものを考える。 

消費者は、１にノーマライズされ、各消費者は、２期間を通じて消費活動を行うが、各期

において、多くて１単位の耐久消費財Qを消費するとする。ここで、消費者にとっては、耐

久消費財Qの消費によってのみ便益を得ることができるとし、コンポネント SQ のみの消費

によって得られる便益はゼロであるとする。なお、第２期目にコンポネント SQ を取り替え

て耐久消費財Qの消費を行う際におけるコンポネント SQ の価格以外の取替に関わる費用や

新しい耐久消費財の購入による使用済みの耐久消費財の廃棄費用はともにゼロであるとす

る。 

耐久消費財Qに対する消費者の評価は )10(  qq であるとし、消費者はすべてその評価

においてのみ異なるものとする。それゆえ、評価がq である消費者の場合、耐久消費財Qの

第 i  2,1i 期目の消費によって得られる便益は、 qvi である。 

以下では、議論の単純化のために、次の二つの仮定を置く。 

＜仮定１＞企業と消費者の経済行動におけるディスカウントファクターは 

ともに１である。 

＜仮定２＞ 0,01  SSL ccc  。 

＜仮定１＞は説明の簡単化のためのものであり、以下での議論の基本的な本質を変えるもの

ではない。＜仮定２＞は企業のそれぞれの財の生産費用は、生産された財の消費から得られ

る消費者の便益を上回ることはないという単純な経済的インセンティフを取り入れたもの

である。 

本稿では、耐久消費財Qの取引に関連して、次の二つの市場構造について議論を行う。そ

の一つは、コンポネント LQ の生産者とコンポネント SQ の生産者がともに独占企業で、かつ

垂直的統合されているため、フォアマーケットとアフターマーケットがともに独占市場であ

る。もう一つは、コンポネント LQ の生産者（もしくは耐久消費財Qの生産者）とコンポネ

ント SQ の生産者が垂直的に分離されており、さらにコンポネント SQ の市場が競争的となっ

ているため、フォアマーケットは独占市場であるが、アフターマーケットは競争的市場であ

る。 

これらの市場における取引については、大まかに、次のようなゲームとして捕らえ、議論

を進める。まず、第１期は二つのステージで構成される。第１ステージでは、企業は耐久消

費財Qの価格とアフターマーケットのコンポネント SQ の価格をアナウンスする。第２ステ

ージでは、それらの価格の下で、耐久消費財Qの取引が行われる。次に、第２期では、第１

期の第１ステージでアナウンスされる価格の下で、耐久消費財Qとアフターマーケットでの

コンポネント SQ の取引を行う。ただし、アフターマーケットが競争的な場合には、第１期

と第２期ともにコンポネント SQ の取引が行われ、第１期の第２ステージにおいては耐久消
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費財Qの生産における投入物として、また第２期においては、耐久消費財Qの生産におけ

る投入物としてだけではなく、アフターマーケットでの消費財として、それぞれ取引が行わ

れる。 

       

       

３．アフターマーケット独占下での耐久消費財取引：垂直的統合の場合 

 

本節では、耐久消費財Qを生産する企業とコンポネント SQ を生産する企業が垂直的に統

合されており、垂直的統合企業 I として行動する場合を考える6。 

耐久消費財Qの価格が p であり、コンポネント SQ のアフターマーケット価格が Sp であ

るとすると、耐久消費財Qの第１期目のみの消費から得られる純便益がゼロとなる消費者は

耐久消費財Qに対して pq  の評価をするものであり、二つの期の消費から得られる純便

益がゼロとなる消費者は





1
0 Spp

q の評価をするものである7。 

まず、第２期目における耐久消費財Qの需要 )(2 QD とアフターマーケットでコンポネン

ト SQ の需要 )(2 SQD を求める。 

アナウンスされる Spp, の下で、第２期目で新しく耐久消費財Qを購入する消費者と、第

１期で購入した耐久消費財Qを第２期にも消費するため、アフターマーケットでコンポネン

ト SQ を購入する消費者のインセンティブ制約はそれぞれ、次のようである。 

,0 pq  0 Spq  

これらの制約を満たす限界的消費者の評価をそれぞれ、 pq  と


Sp
q  とすると、 

qqpp
pp

qq S
S 


 




,0   ---------------- (1) 

となる（複号同順）。また、第２期目で新しく耐久消費財Qを購入し消費することによって

得られる純便益と、第１期で購入した耐久消費財Qを第２期にも消費するため、アフターマ

ーケットでコンポネント SQ を購入し、耐久消費財Qを消費することによって得られる純便

益が無差別なケースにおける消費者の評価 q は、次のようなものである。 

                                                  
6 ここでは、垂直的統合企業が耐久消費財Qとコンポネント SQ の価格についてコミットできるケース

のみを取り上げる。コミットできないケースについては、Kinokuni（1999）を参照せよ。 
7 Spp, の下で、第１期のみの消費を考えて耐久消費財Qの消費を行う消費者のインセンティブ制約と、

二つの期の消費を考えて耐久消費財の消費を行う消費者のインセンティブ制約はそれぞれ、次のようである。 
,0 pq   0)1(  Sppq  
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1

0 S
S

pp
qpqpq . 

それゆえ、 Spp, の下での、 qq , と q の比較は、 

qqqppS         ---------------------------------- (2) 

となる（複号同順）。 

 （１）と（２）の関係を用いると、第１期目において決定される耐久消費財Qの需要 )(1 QD

の下での、第２期目における耐久消費財Qの需要 )(2 QD とアフターマーケットでコンポネ

ント SQ の需要 )(2 SQD は、それぞれ、次のようになる8。 









の場合）

の場合

ppq

ppq
QD

S

S




(1

)(1
)(2

       ------------------------- (3) 

 







の場合）()(,min

)の場合(0
)(

1
2 ppQDqq

pp
QD

S

S
S 


  ----------------------- (4) 

次に、 p と Sp の下で、第１期目における耐久消費財Qの需要は、次のようである。 

         0
1 1,1max)( qqQD       

ここで、







1

0 pp
qq S であるので、具体的に、 Spp, の下で、第１期目の耐久消費財Q

の需要は次のようになる。 









の場合）

の場合

ppq

ppq
QD

S

S




(1

)(1
)(

01
     -------------- --------------------- (5) 

これまで示した消費者の評価 qqq ,, 0 の間の比較をすると、 Spp, の値によって、次の関

係が導かれる9。 

 
 
 












の場合

の場合

の場合

ppqqq

ppqqq

ppqqq

S

S

S





0

0

0

  ----------------------------------------- (6) 

（２）と（６）の関係を用いると、各期における耐久消費財Qの需要とアフターマーケット

でコンポネント SQ の需要は、次のように示すことができる。 

                                                  
8 ppS  場合は、常に、インセンティブ制約を満たす消費者にとっては、常に、新しい耐久消費財Qを

消費することによって得られる純便益がアフターマーケットでコンポネント SQ を消費することによって

得られる純便益を上回る。 
9 qqqq  ,,, 0 の二つの消費者評価間の比較をすると、次のような関係が導かれる（複号同順）。 

 qqqqqqqqppS  00 ,,,  
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  i) ppS  の場合10 

0)(

1)()(

2

21





SQD

qQDQD
     ----------------------------------------- (7) 

  ii) ppS  の場合 

0
2

2
0

1

)(

1)(,1)(

qqQD

qQDqQD

S 


           ------------------------ (8) 

（７）と（８）式を用いると、 Spp, の下での垂直的統合企業 I の総利潤（overall profits）

は、次のように示される。 

    

      
      


























の場合

の場合

ppcp
pp

ccp
pp

ppccpp

SSS
S

LL
S

SSL
I











11

2

11
12

12
 

                      ----------------------------------- (9) 

まず、 0 ppS  の場合の独占企業の最適化問題の解は、次の１階条件を満たすもので

ある。 

  0224),(1  SLS
I ccppp   ppts s ..  

それゆえ、 0 ppS  の場合、
00 , I

S
I pp はそれぞれ、次のように求められる11。 

    





  .1

2

1
1

2

1 00
SL

I
SSL

I ccpccp ただし、
 ------- (10) 

次に、 0 ppS  の場合の最適化問題の解は、次の条件を満たすものである。 

        
      SSS

S
LL

S
S

I ppcp
pp

ccp
pp

ppL 
















 






11

2

11
12,,  

         
 

   0
11

2

11
12

11

2
,,1


































SS

S
LLS

I

cp

pp
ccpppL

 

        
   0

11

2

11

2
,,2 







 


 SS
LLS

I cp
ccpppL  

  0,,3  SS
I ppppL   

制約が拘束的である場合の最適解
I
S

I pp , およびラグランジュ乗数
I は 

                                                  
10 この場合には、

0qq  である。 

11 この場合、
0I

Sp の下では、第２期目におけるコンポネント SQ の実質的消費需要はゼロとなる。 
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11

12
,1

2

1
,1

2

1 LSI
SL

I
SSL

I cc
ccpccp  

となる。それゆえ、最適解は Sc, および Lc の関係によって次のように異なるものとなる。 

i)   LS cc  1 の場合 

       SL
I
SSL

I ccpccp  1
2

1
,1

2

1 ''         --------------------- (11) 

  ii)   LS cc  1 の場合12 

   S
I
SSL

I cpccp  
2

1
,1

2

1 ''''                ---------------------- (12) 

それゆえ、アナウンスされる価格 p と Sp 、そして Sc, および Lc の値によって、垂直的

統合企業Ｉの最大化利潤は、次のように異なる。まず、 0 ppS  の場合は、(9)と(10)か

ら、 

 20 1
2

1
SL

I cc                          ------------------------ (13) 

となる。次に、 0 ppS  の場合は、   LS cc  1 のケースでは、(9)と(11)から、(13)

と同様に、 

 2' 1
2

1
SL

I cc                      ------------------------------------- (14) 

であり、   LS cc  1 のケースでは、(9)と(12)から、 

 
       

    
























 S
SL

SL
SLI c

cc
cc

cc 






11

1
1

11

1
1

2

1'' --- (15) 

となる。 

（13）、（14）および（15）を用いると、垂直的統合企業Ｉによるフォアマーケットとアフ

ターマーケット独占について、次の[定理１]が導かれる。 

 

[定理１] アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、耐久消費財Q

の独占価格
*Ip とコンポネント SQ のアフターマーケット価格

I
Sp は、

I
Sp は、それぞれ、 Sc,

および Lc の値によって、次のように決定される。 

 SL
I ccp  1

2

1*
、 

                                                  
12 この場合は、 0*  であるので、制約条件に拘束的ではないケースの最適解となる。 
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LS
I
S

LSL
I
S

ccp

cccp





S
*

S
*

)c-(1s.t.1
2

1

)c-(1s.t.1
2

1

 

（証明）まず、 0 ppS  である場合と、 0 ppS  であり、かつ   LS cc  1 で

ある場合については、それぞれ、（13）と(14)式から、
'0 II   となる。それゆえ、これら

の場合の最適解は  SL
III ccppp  1

2

1
)( '0*

、  SL
I
S ccp  1

2

1*
となる。 

 次に、 0 ppS  である場合と、 0 ppS  であり、かつ   LS cc  1 である場合

においては、（13）と(15)式から、 

 ''0 II 
  

   )0(
112

1 2








 SL cc

 

となる。それゆえ、この場合における最適解は  SL
I ccp  1

2

1*
、  S

I
S cp  

2

1**
とな

る。■ 

 

[定理１]は、垂直的統合企業によるアフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場に

おいては、耐久消費財Qの価格は、 Sc, および Lc の値に関係なく、一意的に決定されるが、

コンポネント SQ のアフターマーケット価格については、コンポネント SQ の生産費に対して、

コンポネント LQ の生産費が相対的に高い場合、より低く決定されることを示すものである。

これは、独占企業の垂直的統合による市場の内部化の結果である。 

また、[定理１]からは、耐久消費財Qの価格に対するアフターマーケットのコンポネント

SQ の相対価格について、直ちに、次の[定理１]′が導かれる。 

 

[定理１]′アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、 Sc, および

Lc の値によって、耐久消費財Qとアフターマーケットのコンポネント SQ の独占価格間には

次の関係が導かれる（複号同順）。 

      LS cc  1 の場合、 .
*

*


I

I
S

p

p
 

ここで、  SL
I ccp  1

2

1*
、  SL

I
S ccp  1

2

1*  、および  S
I
S cp  

2

1**
である。 

（証明）省略 ■ 

 

[定理１]′は、耐久消費財Qとアフターマーケットのコンポネント SQ との相対価格はコ

ンポネント SQ と LQ の相対的生産費によって決定されることを示すものである。すなわち、

コンポネント SQ の生産費に対して、コンポネント LQ の生産費が相対的に高い（低い）場合
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は、耐久消費財Qに対するアフターマーケットのコンポネント SQ の相対価格は、第２期目

の耐久消費財Qに対する消費者の評価  を下回る（上回る）ことを示す。 

 

 

４．アフターマーケット競争下での耐久消費財取引：垂直的分離の場合 

 

本節では、耐久消費財Qを供給する独占企業とコンポネント SQ を供給する企業が垂直的

に分離されており、かつコンポネント SQ の取引される市場が競争的である場合について考

える。それゆえ、耐久消費財Qを供給する独占企業Ｍは、競争的市場からコンポネント SQ を

投入物として調達し、消費者は競争的アフターマーケットからコンポネント SQ を消費財と

して購入する。 

 第１期の第１ステージでアナウンスされる耐久消費財Qの価格 p と競争的市場で決定さ

れるコンポネント SQ の価格
C
Sp の関係によって、耐久消費財Qを供給する独占企業の利潤

は異なる。(7)と(8)式を用いると、
C
Spp, の下での耐久消費財Qの独占企業Ｍの利潤は、次

のようになる。ただし、コンポネント SQ の価格は S
C
S cp  であるとする。 

    

      























の場合
11

12

の場合12

ppccp
pp

ppccpp

C
SSL

C
S

C
SSL

M







   ---------- (16) 

まず、 0 ppS  の場合の最適化問題の解は、次の１階条件を満たすものである。 

  0224),(1  SLS
M ccppp   ppts C

S ..  

それゆえ、 0 ppS  の場合、耐久消費財Qの独占価格
0Mp （とコンポネント SQ の競争

価格
C
Sp ）は、次のように求められる13。 

   .ただし、1
2

10
S

C
SSL

M cpccp     ---------------------------- (17) 

次に、 0 ppS  の場合の最適化問題の解は、次の１階条件を満たすものである。 

        SSL
S

S
M cpccp

cp
ppL 












 



11

12,,  

                                                  
13 この場合、

C
Sp の下では、第２期目におけるコンポネント SQ の実質的消費需要はゼロとなる。 
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          0
11

12
11

2
,,1 















 





 S
SLS

M cp
ccpppL  

  0,,3  C
SS

M ppppL   

制約が拘束的である場合の最適解
Mp とラグランジュ乗数

M は 

       
  


 




11

1212
,

2
LSMSM ccc

p  

となる。それゆえ、最適解は Sc, および Lc の関係によって次のように異なるものとなる。 

i)        LS cc   121 の場合 

        


SM c
p '

                 --------------------------- (18) 

  ii)        LS cc   121 の場合14 

     SL
M ccp   111

2

1''     ---------------- (19)    

 それゆえ、アナウンスされる価格 p と
C
Sp 、そして Sc, および Lc の値によって、耐久消

費財Qの独占供給者の最大化利潤は、次のように異なる。まず、 0 ppC
S  の場合は、(17)

から、 

 20 1
2

1
SL

M cc                ------------------------- (20) 

次に、 0 ppC
S  の場合は、        LS cc   121 のケースでは、 

    LSS
M ccc 


  1

2
2

'      ------------------------- (21) 

であり、        LS cc   121 のケースでは、 

     
  







112

111 2
'' SLM cc

  ---------------------------- (22) 

となる。 

まず、（20）と(21)式との比較をすると、次のようになる。 

     

 
0

2
1

2

1

1
1

2
11

2

1

2

22

2'0








 






























 



SL

LS
S

SLSL
MM

cc

cc
c

cccc










 

                                                  
14 この場合は、 0*  であるので、制約条件に拘束的ではないケースの最適解となる。 
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                                        ------------------------------- (23) 

それゆえ、
 








2

1 L
S

c
c のケース以外は、常に、

'0 MM   となる。 

 次に、（20）と（22）式との比較は、 

          
   0

11

111111

2

1 22
''0 















 SLSLMM cccc
  

----------------------------------- (24) 

によって異なる。(24)の関係は次のように調べることができる。まず、 

     0111  SL cc  もしくは      LS cc   111 のケースに

おいては、 

        ''02 011111 MM
SLSL cccc    

である（複号同順）。それゆえ、 

   ''0

2

2
2

11

11
1 MMS

L

c
c 




 




 （複号同順） 

------------------------------------------------------------------- (25) 

 次に、     0111  SL cc  もしくは      LS cc   111 のケ

ースにおいては、常に、
''0 MM   。 

そして、      0111  SL cc  もしくは      LS cc   111 の

ケースにおいては、 

        ''02 011111 MM
SLSL cccc    

である（複号同順）。それゆえ、このケースでの
0M と

''M の関係は、次のようになる。 

   ''0

2

2
2

11

11
1 MM

L
S c

c





 




 （符号同順） --------- (26) 

ここで、
  

2

2
2

1
11

11
1









 Sc

E 、
  

2

2
2

2
11

11
1









 Sc

E 、 

     ScH   1111 、         1212 ScH である。 

2121 ,,, EEHH の間の関係、すなわち 2211 EHHE  、と(25)、(26)の関係を用いると、

（20）と（26）式との比較は、次のようになる。 
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のケース）＞＜

のケース）

2
0

21
0

(

(

Ec

EcH

L
MM

L
MM




     ----------------- (27) 

したがって、 2211 EHHE  の関係と(27)を用いると、耐久消費財市場独占と競争的

アフターマーケットについて、次の[定理２]が導かれる。 

[定理２] アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、耐久消費財Q

の独占価格
*Ip とコンポネント SQ のアフターマーケット価格

I
Sp は、

I
Sp は、それぞれ、 Sc,

および Lc の値によって、次のように決定される。 

   

       











LSL
M

LSL
M

cEccp

cEccp





2
*

2
*

s.t.111
2

1

s.t.1
2

1

 

S
C
S cp *  

ここで、
  

2

2
2

2
11

11
1









 Sc

E である。 

（証明）まず、アフターマーケットは競争的市場であるので、常に、 S
M
S cp  である。 

次に、(16)~(27)式を利用すると、
Mp は次のように求められる。 

①        LS cc   121 の場合 

   

 




































のケースは無差別と

のケース







2

1

2

1
1

2

1

'0

*

L
S

MM

L
SSL

M

c
cpp

c
ccc

p  

    ②        LS cc   121 の場合 

     

   
 

       



















のケース

のケースは無差別と

のケース

2

2
''0

21

**

111
2

1

1
2

1

Eccc

Ecpp

EcHcc

p

LSL

L
MM

LSL

M







 

ここで、      ScH   1111 、
  

2

2
2

2
11

11
1









 Sc

E である。

したがって、 2121 ,,, EEHH の間の関係、すなわち、 2211 EHHE  と①と②を用いる
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と、[定理２]の結果が導かれる。 ■ 

 

[定理２]は、アフターマーケット競争下での耐久消費財独占市場においては、耐久消費財

Qの価格については、コンポネント SQ の生産費に対して、コンポネント LQ の生産費が相対

的に高い場合、より低く決定されるが、コンポネント SQ のアフターマーケット価格につい

ては、 Sc, および Lc の値に関係なく、一意的に決定されることを示すものである。 

また、[定理２]からは、耐久消費財Qの価格に対するアフターマーケットのコンポネント

SQ の相対価格について、直ちに、次の[定理１]′が導かれる。 

 

[定理２]′アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、 Sc, および

Lc の値によって、耐久消費財Qとアフターマーケットのコンポネント SQ の独占価格間には

次の関係が導かれる（複号同順）。 

    LcE 2 の場合、 .
*

*


M

C
S

p

p
 

ここで、
  

2

2
2

2
11

11
1









 Sc

E である。 

（証明）省略 ■ 

 

[定理２]′は、耐久消費財Qの価格とコンポネント SQ のアフターマーケット価格との相

対価格は、 LQ の相対的生産費によって決定されることを示すものである。すなわち、コン

ポネント SQ の生産費に対して、コンポネント LQ の生産費が相対的に高い（低い）場合は、

耐久消費財Qに対するアフターマーケットのコンポネント SQ の相対価格は、第２期目の耐

久消費財Qに対する消費者の評価  を下回る（上回る）ことを示す。 

アフターマーケット競争の導入が耐久消費財独占市場に及ぼす影響は、以上で導いた[定

理１]と[定理２]の結果から、直ちに、導かれる。まず、コンポネント SQ のアフターマーケ

ット価格は、アフターマーケット競争によって、 Sc, および Lc の値に関係なく、限界費用

に低下する。次に、耐久消費財Qのフォアマーケット価格については、 Sc, および Lc の値

によって、その変化は異なる。すなわち、コンポネント SQ の生産費に対して、コンポネン

ト LQ の生産費が相対的に十分に高いケース（ LcE 2 のケース）においては、アフターマ

ーケット競争によるアフターマーケット価格は低下するが、相対的に十分に低いケース

（ LcE 2 のケース）においては、同じとなる。 

以上のことから、アフターマーケット競争が耐久消費財市場に及ぼす影響は、次の[定理

３]のように纏めることができる。 

 

[定理３] 垂直的統合企業によるフォアマーケットの場合、コンポネント SQ の生産費に対
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して、コンポネント LQ の生産費が相対的に十分に高いケースにおいてのみ、アフターマー

ケットへの競争の導入により、フォアマーケット価格は低下する。 

 （証明）省略  ■ 

 

 

５．結び 

 

1990 年代以降、Kodak、Data General、そして Xerox などに対するアメリカでの一連の裁

判によって、耐久消費財の取引と関連する市場、すなわちアフターマーケットにおける企業

の独占的地位の評価についての関心は高っている。これらの裁判に対しては、フォアマーケ

ットの競争を高めることによってアフターマーケットの効率性が高められるという議論に

対して、フォアマーケットの競争を高めても、アフターマーケットの効率性改善は限定され

たものになるという議論もあり、裁判結果の理論的根拠に関する議論の相違が見られている。

しかし、近年には、さらに、アフターマーケットにおける市場支配力の強化が耐久消費財の

取引と関連する市場での経済的合理性を持つとし、裁判結果に対し、再び、論理的根拠の弱

さが指摘されている。 

本稿では、近年の議論と異なり、耐久消費財が耐久性の異なる複数のコンポネントによっ

て生産される場合を取り上げ、コンポネント間の生産費の相違に注目し、アフターマーケッ

トの競争状態がフォアマーケット取引に及ぼす影響について分析し、耐久消費財の特性や生

産技術などによって、その影響は異なることを示した。具体的に、耐久消費財の特性や生産

技術如何によっては、アフターマーケット競争環境の変化がフォアマーケット取引に及ぼす

影響は限定的になり得ることを示した。 

このような本稿での議論の結果は、議論の単純化のために用いた、耐久消費財の廃棄費用

をゼロという前提の下でのものであり、コンポネント間の耐久性が固定的なものである場合

のものである。また市場構造については、フォアマーケットとアフターマーケットが垂直的

統合企業によって同時に独占状態にある場合とアフターマーケットのみが競争的な場合を

取り上げたものである。それゆえ、本稿での分析については、これらの前提を緩め、またよ

り多様な市場構造への議論の拡張が必要となる。 
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